
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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店舗、診療所兼共
同住宅

中層の店舗兼マンション
が多い商業地域

神泉80 m

特記すべき事項はない。 北西５．３ｍ区道 神泉駅南東方80 m

ウィズコロナ政策が浸透する中、不動産市場に対する新たな不確定要
素としてウクライナ情勢や円安・金利上昇等の影響が懸念される。

店舗、共同住宅が混在する普通商業地域で多方面の底堅い需要が見ら
れることから、地価はやや強含み傾向と判断される。

個別的要因に変化はなく、また代替・競争の関係にある他の不動産と
比較して、市場競争力の点で大きな優劣はないと判断される。

住宅利用を許容する飲食店等を主体とする商業地域で地域要因の大きな変動も見られないことから、今後も現状
を維持しながら推移していくと思料する。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象不動産は神泉駅周辺に形成された普通商業地域に属して取引価格も比較的手頃な水準にあり、このため不動産需要
も投資目的や開発目的及び自用目的と多種多様であることから、取引事例に基づく実証的な比準価格と収益性を反映し
た収益価格を相互に関連づけるとともに、単価と総額との関連及び標準地との均衡に留意して、鑑定評価額を上記の通
り決定した。

同一需給圏は渋谷区及び隣接区の普通商業地域等であるが、特に渋谷駅・神泉駅勢圏の普通商業地域と価格牽連性が高
い。主な需要者は、土地が個人・法人、不動産業者等、商業ビル等の投資用物件が個人・法人投資家、不動産業者等と
なっている。元来不動産需要が底堅いエリアで良好な資金調達環境の継続やウィズコロナ政策の浸透等もあって不動産
取引市場は堅調に推移している。取引価格は物件の規模、収益力等により３～５億円程度とバラツキが見られる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

渋谷(都) －5 10
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の適用
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基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 5

令和 5 7 1

令和 5 7 6

渋谷(都)　5 － 10 東京都 区部第３ 不動産鑑定士 鈴木　正則

株式会社エーエスマネジメント

令和 5 6 6

令和 5 7 3

渋谷区円山町８６番２外
「円山町２２－１６」
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